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１ 対象となる方 

 

下の項目を全て満たす方です。 

①子どもが、私立幼稚園、国立大学附属幼稚園、東京都認定の幼稚園類似施設の満３歳～５歳（年長）クラ

スに通園していること 

②保護者が①の子どもとともに新宿区に住民登録していること 

③「教育・保育給付」又は「施設等利用給付」の認定を受けていること 

 

２ 通園する施設に応じた申請可能補助金早見表 

 

  

 

新制度移行園 私学助成園 国立大学 

附属幼稚園 

東京都認定の 

幼稚園 

類似施設 

インター 

ナショナル

スクール 

（認可外 

保育施設等） 

 

(１) 入園料補助金 
〇 〇 × 〇 × 

保
育
料
に
対
す
る 

補
助
金 

 

(２)① 施設等利用費 

（保育料分） 

× 〇 〇 

 

× × 

(２)② 保育料補助金 
〇（特定負額額 

  として） 

〇 × 〇 × 

預
か
り
保
育
料
に
対
す
る 

補
助
金 

(３)① 施設等利用費 

（預かり保育料分） 

△ 

※施設等利用給付 

第２・３号認定のみ 

△ 

※施設等利用給付 

第２・３号認定のみ 

△ 

※施設等利用給付 

第２・３号認定のみ 

 

× 

 

× 

(３)② 満３歳児 

預かり保育料補助金 

△ 

※保育の必要性の 

確認を受けた方 

のみ 

△ 

※保育の必要性の 

確認を受けた方 

のみ 

△ 

※保育の必要性の 

確認を受けた方 

のみ 

△ 

※保育の必要性の 

確認を受けた方 

のみ 

 

× 

※申請できる補助金の詳細は【４ 補助金の内容について】をご覧ください。 

 

【参考】新宿区内の私立幼稚園 施設類型 

新制度移行園 私学助成園 

・下落合みどり幼稚園（令和８年度より） 

・豊多摩幼稚園 

・目白ケ丘幼稚園 

・目白平和幼稚園 

・四谷新生幼稚園 

・牛込成城幼稚園 

・おおや幼稚園 

・戸山幼稚園 

・伸びる会幼稚園 

 

 

 

通園する 

施設 

申請できる

補助金 

施設 
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３ 申請について 

全ての補助金について、一括で申請できます。 

 

 

 

 

 

申請方法 

■電子申請（原則、電子申請となります。） 

下の二次元コードより入力フォームにアクセスいただき、申請をお願いします。 

【二次元コード】  

  

■窓口での申請 

 新宿区教育委員会事務局学校運営課幼稚園係（新宿区役所第一分庁舎 ４階） 

までご提出ください。【受付時間】8：30～17：00 

様式は、新宿区ホームページよりダウンロードしてお使いください。 

■郵送での申請 

 P.6 の「お問合せ先」に記載の、学校運営課幼稚園係までお送りください。 

※郵送で申請いただく場合、未着などの責任は負いかねますので、あらかじめご了承ください。 

※特別出張所では受付しておりません。 

申請期間 
令和９年３月31日（水）まで随時受付 

※入園料補助金や東京都及び新宿区独自の上乗せ部分について、令和９年４月１日（木）以降

の申請は一切受付できません。 

※補助金支給をご希望の方は、年度に一回必ず申請手続きを行ってください。 

手続きを行っていただかないと、補助金のお振り込みができません。 

 

４ 補助金の内容について 

令和８年10月以降、保育料に対する補助金額が引き上げになります。 

※補助金の申請を10月以降に行った場合でも、９月分までの補助金は旧基準額となります。 

（１）入園料に対する補助金･････上限 80,000円（変更なし） 

（２）保育料に対する補助金 

 ア）私学助成園･････月額上限42.300円～49,200円 

 イ）新制度移行園･････月額上限1,800円～6,200円 

 ※各補助金額については、P.７～８【令和８年度 補助金額一覧表】をご確認ください。 

 

≪保育料に対する補助金の内訳等について（私学助成園）≫ 

          【保育料に対する補助金】合計42,300～49,200円（月額） 

 

保育料の 

補助内訳 

①国の制度 

28,000 円 

②東京都の制度 

1,800 円 

～6,200 円 

②新宿区の制度 

12,500 円 

～15,000 円 

 

 

 

 

①…保育料に対し、国の制度から月額28,000 円を上限に支給されます。（保育料の金額を上限とする） 

②…保育料から①を差し引いた残額に対し、都と区の制度から、補助されます。（保育料の金額を上限とする） 

※給付金額は、世帯の状況や課税状況により変動します。 

詳しい金額はP.７～８【令和８年度 補助金額一覧表】をご覧ください。 

施設等利用費（保育料分） 保育料補助金 

【URL】 

https://logoform.jp/form/kubz/1627743 
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（３）預かり保育料に対する補助金 

【対象】施設等利用給付第２・３号認定又は保育の必要性の確認を受けた保護者の方 

・３～５歳児 日額上限490円かつ月額上限12,300円 

・満３歳児  日額上限490円かつ月額上限17,700円 

 

≪預かり保育料に対する補助金額の算出について≫ 

  月ごとに以下のアとイを比較し、低い方の金額が補助金額となります。 

  ア 預かり保育料として園に支払った総額 

  イ 預かり保育を利用した日数×490円 

例：月に預かり保育を15日利用し、その預かり保育料として9,000円を支払った場合 

 ア 預かり保育の利用料として園に支払った総額→9,000円 

 イ 預かり保育を利用した日数×490円→15日×490円＝7,350円 

 ⇒アとイを比較して金額の低い「イ」7,350円が補助金額となります。 

◆ 

※認可外保育施設等を利用された方に関する補助については、P.3の 【５ 認可外保育施設等を利用した方】を

ご覧ください。 

 

≪参考：９月分までの旧基準額（変更分のみ）≫ 

 （１）入園料に対する補助金･････上限 80,000円 

（２）保育料に対する補助金 

   ア）「私学助成園」･････月額 40,000円～46,900円 

   イ）「新制度移行園」･････月額 1,800円～6,200円 

 （３）預かり保育料に対する補助金 

 ・３～５歳児 日額上限450円かつ月額上限11,300円 

・満３歳児  日額上限450円かつ月額上限16,300円 

 

５ 認可外保育施設等を利用した方 

【対象】①「施設等利用給付第２・３号認定」又は②「保育の必要性の確認」を受けた保護者の方 

…在籍している私立幼稚園等の預かり保育が一定の基準を満たさない場合は、認可外保育施設等の利用料も補

助対象になります。 

  「認可外保育施設等」とは、認可外保育施設、一時保育、病児・病後児保育、ファミリーサポート事業等の

ことをいいます。 

認可外保育施設等は、幼児教育・保育の無償化対象施設のみ補助対象です。補助対象となるか不明な場合は、

各施設にご確認いただくか、利用された認可外保育施設等が所在する自治体にご確認ください。 

※「預かり保育が一定の基準を満たさない」とは、「平日の預かり保育の提供時間が教育時間を含めて８時間未

満又は年間日数が 200 日未満」の場合を指します。ご不明な点は、新宿区学校運営課幼稚園係へお問い合わ

せください。 

※満３歳児は「一時預かり事業（幼稚園型）」のみ対象となります。 

※新宿区立保育園・子ども園の一時保育を利用した場合は、新宿区子ども家庭部保育課入園・認定係で提供証

明書を発行しています。 

発行の依頼については、子ども家庭部保育課入園 ・認定係（直通電話：03-5273-4527）へお問い合せく

ださい。 
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（１）補助金額 

①「施設等利用給付 第２・３号認定」の方 

預かり保育料の「月額12,300円（満３歳児は月額17,700円）」から、「通園する私立幼稚園の預かり

保育料」を差し引いた額。 

 ②「保育の必要性の確認」を受けた方 

満３歳児預かり保育料の「月額17,700円」から、「通園する私立幼稚園の預かり保育料」を差し引いた

額。 

 

（２）必要書類 

  領収証証特特定子ども・子育て支援提供証明書 （認可外保育施設等）（第４号様式） を、入力フォームより

添付してご提出ください。様式は、新宿区ホームページよりダウンロードしてお使いください。 

 

６ 必要書類 

申請時、必要に応じて以下の書類もご提出ください。 

 

（１）保育料補助金 

【対象】２年以内に新宿区に転入された方又は単身赴任等で新宿区外に居住する保護者 

事由 転入元・居住地 必要書類 

令和７年１月２日以降に転入 

又は 

単身赴任等で新宿区外に居住 

国内の別自治体 ・令和７年度 市区町村民税課税（非課税）証明書 

海外 ・令和６年１月１日～令和６年 12 月 31 日までの

給与を証明する書類 

 

令和８年１月２日以降に転入 

又は 

単身赴任等で新宿区外に居住 

国内の別自治体 ・令和７年度 市区町村民税課税（非課税）証明書 

・令和８年度 市区町村民税課税（非課税）証明書 

海外 ・令和６年１月１日から令和６年 12 月 31 日まで

の給与を証明する書類 

・令和７年１月１日から令和７年 12 月 31 日まで

の給与を証明する書類 

※税情報を個人番号（マイナンバー）を利用して新宿区が職権により証集することを承諾する場合は、上記書

類の提出を省略することができます。 

その場合は、入力フォーム内のQ12、Q13のチェック欄に入力をお願いします。 

※市区町村民税課税額を、最大の所得の基準（新制度移行園は「第８区分」、私学助成園及び東京都認定の幼稚

園類似施設は「第７区分」）で判定されることを承諾する場合は、上記書類の提出を省略することができます。 

その場合は、入力フォームのQ12、Q13のチェック欄に入力してください。 

 

（２）施設等利用費（預かり保育料分） 

【対象】施設等利用給付第２・３号認定の方で、一時保育や認可外保育施設等の利用料分を申請する方 

→領収証証特特定子ども・子育て支援提供証明書（認可外保育施設等）（第４号様式） を、入力フォームよ

り添付してご提出ください。様式は、新宿区ホームページよりダウンロードしてお使いください。 
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（３）満３歳児預かり保育料補助金 

【対象】保育の必要性の確認を受けた方で、通園する幼稚園以外の一時預かり事業（幼稚園型）の利用料分を

申請する方 

→領収証証特特定子ども・子育て支援提供証明書 （認可外保育施設等）（第４号様式） を、入力フォームよ

り添付してご提出ください。様式は、新宿区ホームページよりダウンロードしてお使いください。 

 

７ 交付時期 

 

 第１期 第２期 第３期 

支給対象月 ４～８月分 ９～12月分 １～３月分 

交付（振込）時期 10月末 ２月末 ５月末 

※一斉申請期間内（令和８年７月９日～令和８年７月30日）に申請いただき、受付が完了した場合 

 

①申請時期によっては、交付（振込）時期が遅れます。 

②第２期及び第３期に認可外保育施設等を利用した場合の領収証証特特定子ども・子育て支援提供証明書

（認可外保育施設等）（第４号様式） の提出は別途依頼します。 

③年度の途中で入退園したときや新宿区に転出入したときの日割り交付は、手続きの都合上、上記より遅

れますのでご了承ください。 

 

８ 注意事項 

 

①生活保護受給世帯及びひとり親世帯等として申請される方は、新宿区にご連絡ください。 

 なお、「ひとり親世帯等」の要件につきましては、P.８【令和８年度 補助金額一覧表（◎ひとり親世帯

等について）】に記載の要件（①～⑥）をご確認ください。 

②未申告等により令和７年度及び令和８年度市区町村民税課税額が確定していない場合は、原則、保育料

補助金及び満３歳児預かり保育料補助金を交付できません。 

③年度の途中で入・退園したとき、又は新宿区に転出入したときは、保育料に対する補助金は日割りした

金額になります。 

④年度の途中で退園又は新宿区外へ転出したときは、交付した補助金の一部を返還していただく場合があ

ります。必ず保護者の方が新宿区【９ 参考ページ・連絡先の「お問合せ先」】までご連絡ください。 

⑤補助対象や金額等については、変更となる場合があります。 

⑥過年度分の補助金については、「施設等利用費（保育料及び預かり保育料分）」についてのみ、２年まで

遡り可能です。（例：令和８年４月13日申請の場合、令和６年５月１日の未支給分まで遡及可能） 

過年度分の補助金申請を希望する方は、学校運営課幼稚園係にご連絡ください。 

⑦代理受収実施園に通園する場合、以下ア～ウのいずれかに該当する方は補助金申請が必要です。 

 ア）今年度中に入園しており、入園料を支払った方（年に１度のみの交付） 

イ）通園している幼稚園の保育料が42,300円以上の方 

ウ）施設等利用給付第２・３号認定または保育の必要性の確認を受けており、預かり保育（認可外保育 

施設等の利用を含む）を利用した方 

※令和８年度代理受収実施園…牛込成城幼稚園、おおや幼稚園、戸山幼稚園、伸びる会幼稚園 

対象者については、P.7～８【令和８年度 補助金額一覧表】≪私学助成園≫をご確認ください。 
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９ 参考ページ・連絡先 

 

私立幼稚園補助金紹介ページ（新宿区ホームページ） 入力フォーム（補助金申請フォーム） 

【URL】 

https://www.city.shinjuku.lg.jp/kodomo/ 

gakko02_000001_00006.html 

【二次元コード】 

 

【URL】 

https://logoform.jp/form/kubz/1627743 

 

【二次元コード】 

 

収証証特特定子ども・子育て支援提供証明書（認可外保育

施設等）（第４号様式） 

参考：施設等利用費の請求についてご案内ページ 

（施設等給付認定について） 

【URL】 

https://www.city.shinjuku.lg.jp/content/ 

000400903.pdf 

【二次元コード】 

 

【URL】 

https://www.city.shinjuku.lg.jp/kodomo/ 

hoiku01_002096.html 

【二次元コード】 

 

〇お問合せ先 

新宿区教育委員会事務局 学校運営課幼稚園係 

〒160-8484 

新宿区歌舞伎町１-５-１  

新宿区役所第一分庁舎 ４階 

Tel：03-5273-3103 Fax：03-5273-3580 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

 

≪私学助成園≫ ≪新制度移行園≫
（円） （円）

第 1子
第 2子（兄・姉
が 1人いる世
帯）

第 3子以降
（兄・姉が 2人
以上いる世帯）

第 1子
第 2子（兄・
姉が 1人いる
世帯）

第 3子以降
（兄・姉が 2人以
上いる世帯）

1 生活保護世帯等
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
1 生活保護世帯等

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

2 非課税
46,200

(540,600)
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
2 非課税

3,200
(38,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

3
均等割のみ
（年証約270万円未
満）

46,200
(540,600)

49,200
(576,600)

49,200
(576,600)

3
均等割のみ
（年証約270万円未
満）

3,200
(38,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

4
所得割77,101円未満
（年証約 360万円未
満）

42,300
(493,800)

44,100
(515400)

49,200
(576,600)

4
所得割77,101円未満
（年証約 360万円未
満）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

6,200
(74,400)

5
所得割211,201円未満
（年証約 680万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

48,600
(569,400)

5
所得割211,201円未満
（年証約 680万円未
満）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

5,600
(67,200)

6
所得割256,301円未満
（年証約 730万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

48,000
(562,200)

6
所得割256,301円未満
（年証約 730万円未
満）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

5,000
(60,000)

7
所得割370,001円未満
（年証約 1,000万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

43,000
(502,200)

7
上記区分以外の世帯
（年証約730万円以
上）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

8
上記区分以外の世帯
（年証約1,000万円以
上）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

※ 新宿区の税率と異なる市から転入された場合は、新宿区の税率で計算し階層判定します。

※ 住所が国外にあった場合、証入により税額を仮計算します。

※ 私学助成園の補助対象経費には、その他納付金（ただし、東京都補助分まで）を含みます。

その他納付金：園則に定められたものであり、保護者が毎年度徴証されるものに限ります。
                     具体的には施設維持管理費、冷暖房費、保健衛生費、実習教材費等です。なお、一部の幼児を対象と
                     するもの及び実費負担に当たるものは除きます。

※ ４月分から８月分までは「令和７年度市区町村民税所得割課税額」から判定し、
　 ９月分から３月分までは「令和８年度市区町村民税所得割課税額」から判定します。

※「特別区民税所得割課税額」は、地方税法による住宅借入金等特別税額控除、寄附金税額控除等の適用前の額で判定
   します。

※「生活保護世帯等」とは、生活保護法による保護、又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
   残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付の受給をいいます。

※「多子の対象となる子どもの範囲」は、保護者と生計を一にする者とします。

※ 新制度移行園に通われている方は、園に納めていただいている特定負担額が補助対象になります。

 特定負担額 ：園則で定められたものであり、特定教育・保育の提供に当たり、当該特定教育・保育の質の向上を図る
                    上で特に必要と認められるもので、保護者が毎年度徴証されるものに限ります（例：基準以上の職員
                    配置の人件費、施設の環境維持向上のための費用等）。在園期間中の経費を入園時に一括徴証する場合は、
                    保育料補助金の対象外になります。

※ 年額は、10月以降の上乗せ分を反映したものです。

【令和8年度　補助金額一覧表】

区
分

特別区民税額
（世帯の合計税額）

①施設等利用費+②上乗せ補助金
（月額）

下段の(　　)内は年額
区
分

特別区民税額
（世帯の合計税額）

②上乗せ補助金（月額）
下段の（　　）内は年額

※令和8年10月以降分
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【令和８年度 補助金額一覧表】 
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　ひとり親世帯等とは、保護者又は保護者と同一の世帯に以下の該当者がいる世帯をいいます。
　また、該当の場合は、新宿区へご連絡ください。

※1　保護者が監護、養育している者（当該園児と兄弟関係を有しない者）を含む。

≪私学助成園≫ ≪新制度移行園≫
（円） （円）

第 1子
第 2子（兄・姉
が 1人いる世
帯）

第 3子以降
（兄・姉が 2人
以上いる世帯）

第 1子
第 2子（兄・
姉が 1人いる
世帯）

第 3子以降
（兄・姉が 2人以
上いる世帯）

1 生活保護世帯等
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
1 生活保護世帯等

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

2 非課税
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
49,200

(576,600)
2 非課税

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

3
均等割のみ
（年証約270万円未
満）

49,200
(576,600)

49,200
(576,600)

49,200
(576,600)

3
均等割のみ
（年証約270万円未
満）

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

4
所得割77,101円未満
（年証約 360万円未
満）

46,200
(540,600)

49,200
(576,600)

49,200
(576,600)

4
所得割77,101円未満
（年証約 360万円未
満）

3,200
(38,400)

6,200
(74,400)

6,200
(74,400)

5
所得割211,201円未満
（年証約 680万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

48,600
(569,400)

5
所得割211,201円未満
（年証約 680万円未
満）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

5,600
(67,200)

6
所得割256,301円未満
（年証約 730万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

48,000
(562,200)

6
所得割256,301円未満
（年証約 730万円未
満）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

5,000
(60,000)

7
所得割370,001円未満
（年証約 1,000万円未
満）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

43,000
(502,200)

7
上記区分以外の世帯
（年証約730万円以
上）

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

1,800
(21,600)

8
上記区分以外の世帯
（年証約 1,000万円以
上）

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

42,300
(493,800)

※ 新宿区の税率と異なる市から転入された場合は、新宿区の税率で計算し階層判定します。

※ 住所が国外にあった場合、証入により税額を仮計算します。

※ 私学助成園の補助対象経費には、その他納付金（ただし、東京都補助分まで）を含みます。

　③ 療育手帳の交付を受けている　※2

※年額は、10月以降の上乗せ分を反映したものです。

【令和８年度　補助金額一覧表（◎ひとり親世帯等について）】

◎ひとり親世帯等について

　① ひとり親世帯である（配偶者のいない保護者で、現に児童を扶養している者）※１
　② 身体障害者手帳の交付を受けている　※2

　④ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている　※2
　⑤ 特別児童扶養手当を受給している　※2
　⑥ 国民年金の障害基礎年金を受給している　※2

※2　在宅障害児または在宅障害者に限る。

区
分

特別区民税額
（世帯の合計税額）

①施設等利用費+②上乗せ補助金
（月額）

下段の(　　)内は年額
区
分

特別区民税額
（世帯の合計税額）

②上乗せ補助金（月額）
下段の（　　）内は年額

その他納付金：園則に定められたものであり、保護者が毎年度徴証されるものに限ります。
                     具体的には施設維持管理費、冷暖房費、保健衛生費、実習教材費等です。なお、一部の幼児を対象と
                     するもの及び実費負担に当たるものは除きます。

※ ４月分から８月分までは「令和７年度市区町村民税所得割課税額」から判定し、
　 ９月分から３月分までは「令和８年度市区町村民税所得割課税額」から判定します。

※「特別区民税所得割課税額」は、地方税法による住宅借入金等特別税額控除、寄附金税額控除等の適用前の額で判定
   します。

※「生活保護世帯等」とは、生活保護法による保護、又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
   残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付の受給をいいます。

※「多子の対象となる子どもの範囲」は、保護者と生計を一にする者とします。

※ 新制度移行園に通われている方は、園に納めていただいている特定負担額が補助対象になります。

 特定負担額 ：園則で定められたものであり、特定教育・保育の提供に当たり、当該特定教育・保育の質の向上を図る
                    上で特に必要と認められるもので、保護者が毎年度徴証されるものに限ります（例：基準以上の職員
                    配置の人件費、施設の環境維持向上のための費用等）。在園期間中の経費を入園時に一括徴証する場合は、
                    保育料補助金の対象外になります。

※令和8年10月以降分

 

【令和８年度 補助金額一覧表（◎ひとり親世帯等について）】 
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